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⑩特別職の報酬等	 28年４月１日現在
区　分 給料月額 地域手当 期末手当 退職手当

市  長 68万5,850円

8%
28年度
支給率

3.90月分

94万6,000円×在職月数×0.35
副 市 長 68万3,400円 80万4,000円×在職月数×0.25
教 育 長 68万1,725円 73万7,000円×在職月数×0.20
事業管理者 66万4,150円 71万8,000円×在職月数×0.20
議  長 52万円
副 議 長 48万円
議  員 46万円

※ 給料月額は「市長、副市長及び事業管理者並びに教育委員会教育長の給与の
特例に関する条例」によって減額した額を記載。
⑵部門別職員数の状況と主な増減理由 各年４月１日現在

区分
部門

職員数（人） 対前年
増減数 主な増減理由 人口１万人当

たりの職員数27年 28年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会
総 務
税 務
民 生
衛 生
労 働
農林水産
商 工
土 木

10
251
64

293
111
0

19
12
97

10
243
64

299
111
0

19
14

100

0
-8
0
6
0
0
0
2
3

事務の統廃合縮小

業務増

業務増
業務増

小 計 857 860 3  44人
教 育 部 門 120 119 -1 欠員不補充
消 防 部 門 209 210 1 業務増

小　　　計 1,186
（126）

1,189
（122）

3
（-4）  60.9人

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水　　　道
下　水　道

40
24

40
24

0
0

そ　の　他 57 57 0

小　　計 121
（8）

121
（9）

0
（1）

合　　　計
1,307
（134）

＊1,380

1,310
（131）

＊1,380

3
（-3）  67.1人

※職員数は一般職に属する職員の人数。（　　）内は、再任用の短時間勤務職員
　であり、外書きしています。＊は、条例定数の合計
⑶年齢別職員構成	 28年４月１日現在

区　分 20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47
職員数（人） 8 77 150 214 138 122 111 128
構 成 比 0.6% 5.9% 11.5% 16.3% 10.5% 9.3% 8.5% 9.8%
５年前の構成比 0.4% 3.6% 10.1% 9.3% 7.8% 8.6% 8.7% 8.6%

区　分 48～51 52～55 56～59 60歳以上 計 ※（　）内は、再任用
短時間勤務職員で

　外書きしています。
職員数（人） 100 102 142 18（131） 1,310（131）
構 成 比 7.6% 7.8% 10.8% 1.4% 100%
５年前の構成比 8.5% 19.3% 15.0% 0.1% 100%

⑷職員数の推移	※定員管理調査において報告した部門別職員数	 単位：人
　　　　　　　年度
部門別　　　　　　 23年 24年 25年 26年 27年 28年 過去５年間の

増減数（率）
一 般 行 政 840 844 837 845 857 860 20 （2.4%）
教 育 145 144 144 142 120 119 -26 （-18.0%）
消 防 209 210 210 209 209 210 1 （0.5%）
普通会計　計 1,194 1,198 1,191 1,196 1,186 1,189 -5 （-0.4%）

公営企業等会計　計 127 124 120 120 121 121 -6 （-4.7%）
総合計 1,321 1,322 1,311 1,316 1,307 1,310 -11 （-0.8%）

⑴職員の任免
　27年４月１日から28年３月31日までの採用者数は87人、退職者数は91人です。
⑵職員数（教育長を除く）	 	27年４月１日現在

事務系 技術系 栄養士・保育士 技能労務系 医療職関係 教育関係 消防職 合　計
人数 667人 136人 156人 58人 53人 28人 209人 1,307人

⑶職員の勤務時間	※消防署などでは変則勤務があります	 27年４月１日現在
１週間の勤務時間 １日の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間

38時間45分 7時間45分 8時30分 17時15分 1時間

　上下水道局の給与は「八千代市企業職員の給与の種類及び基準に関する
条例」等により支給されています。
⑴職員給与費（27年度決算）	 職員数は27年４月１日現在

職員数
（A）

給　　与　　費 １人当たり給与費
（B/A）給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

上水道 40人 138,360千円 38,543千円 55,627千円 232,530千円 5,813千円
下水道 24人 90,959千円 29,973千円 36,859千円 157,791千円 6,575千円
⑵職員の平均給料月額及び平均年齢　　　28年４月１日現在

区　分 職員数 平均年齢 平均給料月額
水 道 事 業 会 計 40人 37.9歳 29万2,923円
公共下水道事業会計 24人 40.3歳 30万3,898円

　　２.人事行政運営の状況（27年度）

　　公営企業職員給与等の概要 お問い合わせは経営企画課へ
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東
日
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、
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受
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10
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27
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催
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を
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推
進
計
画
へ
の
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見
を
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し
ま
す
。
意
見
を
提
出
で
き
る
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は
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住
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す
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、
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内
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事
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す
る
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、
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る
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内
の
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に
在
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て
い
る
人
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該
事
案
に
利
害
関
係
を
有
す
る
人
で
す
。
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ま
せ
ん
。
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献
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。
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懇
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５
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３
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４
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２
年
間　
▼
応
募
方
法　
29
年
１
月
20
日
㈮
必
着

で
、
Ａ
４
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（
総
合
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課
）

⑷人事評価
　職員の能力開発及び人材育成を主眼に置き、公平・公正な人事管理を行
うため27年度は管理職131人中130人を対象に人事評価を実施しました。
5休暇等
①年次休暇…一の年度について20日
②病気休暇…職員の負傷及び疾病の場合、療養に必要な期間
③特別休暇…職員の分べん、結婚、忌引、夏季休暇など
④看護休暇…配偶者､親族の疾病などによる看護。一の年度で180日まで。無給
⑤育児休業…満３歳に達するまでの子について､その職員が養育する場合｡無給
6職員の分限及び懲戒処分
①分限処分…公務の能率の維持などの目的から､職員の意に反して行う処分｡
　降任､免職､休職､降給の４種類（27年度中は､ 病気などによる休職で25人）
②懲戒処分…職員の職務上の義務違反、公務員としてふさわしくない非行
　がある場合の処分｡戒告､減給､停職､免職の４種類（27年度中は戒告１人）
7職員の研修
①職場研修
②職場外研修
　ア.一般研修：新規採用職員や一般職員、管理監督者研修
　イ.特別研修：専門的な知識､技能などを習得｡接遇研修､パソコン研修など
　ウ.派遣研修：国や他の地方公共団体、研修機関などへの派遣
③自己啓発…職員が自己啓発に取り組みやすい組織風土作りやきっかけ作り
8職員の福祉及び利益の保護
①職員互助会…短期人間ドック利用助成などの福利厚生事業
②職員共済組合…職員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害もし
　くは死亡に関する、千葉県市町村職員共済組合などにおける給付
③公務災害補償…公務によって起きた職員の負傷・疾病等に対する、地方
　公務員災害補償法などに基づく補償（27年度中は７件）
④勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する不服申立て…公平委員
　会に対する不服申立ては、27年度中に該当する案件はありませんでした｡
⑼退職管理の状況
　八千代市を退職した職員91人の内訳は、定年退職51人、勧奨退職９人、
普通退職31人で、八千代市に再任用された者は48人、千葉県に採用された
者は12人でした。
⑽その他
①障害者の雇用…障害者の雇用の促進等に関する法律の定めにより、障害
　者である職員の任用状況を都道府県労働局に報告する義務があります。
②安全衛生管理組織の設置と委員の選任…職員の健康や安全で快適な職場
　環境を保持するため、労働安全衛生法の定めにより、安全衛生管理組織
　の設置と産業医や衛生管理者などの選任が義務づけられています。
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